
５ 令和 4 年 12 月 1 日 ホームページアドレス　https://www.city.yachimata.lg.jp/広報広報ややちちままたた

　八街市の職員の任用、服務や勤務条件などの人事行政の運営等の状況および職員の給与・定員管理の
状況などを市民の皆さんにご理解いただくため、次のとおり公表します。
　なお、市ホームページでも公表する予定です。

問総務課　☎︎４４３－１１１３

八街市人事行政運営等の状況八街市人事行政運営等の状況

１．職員の任免および職員数に関する状況
　○採用・退職者数（令和３年度）　　　　　　　　　　　

採用者数 退職者数
36 人 19 人

　○部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）　（注）職員数は一般職に属する職員数です。
職　員　数 対前年

増減数 主　な　増　減　理　由 令和４年 令和３年
一 般 行 政 部 門 419 人 414 人 5 人 組織の見直し、新型コロナワクチン接種対策室の新設による増
教 育 部 門 84 人 84 人 ０人
公 営 企 業 等 55 人 56 人 △ 1 人 他部門への人員補充に伴う減
合 計 558 人 554 人 4 人

　○一般行政職の級別職員数の状況（令和４年４月１日現在）
区　　　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

標準的な職務内容 主事補 主　事 主任主事 主査補 主　査 副主幹 課　長 部　長
職　 　員　 　数 36 人 49 人 58 人 31 人 83 人 71 人 28 人 11 人
構 　　成　 　比 9.8 % 13.4 % 15.8 % 8.4 % 22.6 % 19.3 % 7.6 % 3.0 %

参
考

１年前の構成比 6.6 % 14.6 % 15.4 % 8.5 % 25.0 % 19.5 % 7.7 % 2.7 %
５年前の構成比 7.9 % 10.8 % 10.5 % 27.7 % 20.4 % 12.2 % 8.5 % 2.0 %

 （注）１． 一般行政職とは、全職員のうち税務、福祉、企業職など以外の業務に従事している職員のことを指します。
　　　２．職員の職務は、その複雑性、困難性および責任の度合いに基づき１級から８級に分類されています。
　　　３．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
　　　４．構成比は、端数処理の関係で、合計が 100％にならない場合があります。

２．職員の給与の状況
　○人件費の状況　　　　　　　　　　　　
　　人件費とは、一般職に支給される給与と市長や議員など特別職に支給される給料、報酬、手当のほか、共済費
　などを含む経費の合計をいいます。
　　令和３年度一般会計決算における人件費の状況は次のとおりです。

住民基本台帳人口（R4.3.31現在） 歳出額（A） 実質収支 人件費（B） 人件費率（B/A）（参考）令和２年度の人件費率
67,461 人 24,948,283 千円 1,045,298 千円 4,195,300 千円 16.8 % 13.3 %

　○職員給与費の状況（一般会計予算）
　　令和４年度一般会計当初予算における給与費の状況は次のとおりです。
　　会計年度任用職員以外の職員

職員数（A） 給　　　与　　　費 １人当たり給与費（B/A）給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）
572 人 2,093,050 千円 274,343 千円 816,181 千円 3,183,574 千円 5,566 千円

 （注）職員数は、一般会計における令和４年４月１日現在の一般職の職員の総数であり、職員手当とは、扶養手当、住居手当、 
　　　通勤手当などの各種手当（退職手当を除く）をいいます。
　　会計年度任用職員

　○ラスパイレス指数の状況
八街市 全国市平均

令和 ３ 年 99.2 98.8
平成 28 年 99.1 99.1

 （注）１．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方   
　　　　　公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２．全国市平均とは、政令指定都市を除く全国の市の平均です。

　○職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）
　  会計年度任用職員以外の職員                                     会計年度任用職員

区　分 一　般　行　政　職
平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

八街市 327,216 円 301,658 円 43.6 歳
国 323,711 円 405,049 円 42.7 歳

 （注）１．平均給料月額とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２．平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当などの諸手当の額を合計した　
　　　　　ものの平均です。

一般行政職 八　街　市 国
決定初任給 採用２年後 決定初任給 採用２年後

大学卒 182,200 円 195,500 円 総合職　186,700 円 総合職　209,400 円
一般職　182,200 円 一般職　195,500 円

高校卒 154,900 円 165,900 円 150,600 円 160,100 円

　○職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）
　　卒業後すぐに採用された場合の初任給と、その後引き続き２年間勤務したときの給料月額は次のとおりです。

　○会計年度任用職員の活用状況（令和 4 年４月１日現在）
　　地方公務員における非常勤職員の新たな制度として、令和２年４月１日から会計年度任用職員制度が創設されました。
　　令和４年４月１日現在における会計年度任用職員（フルタイム）の職員数は60人です。

職員数（A） 給　　　与　　　費 １人当たり給与費（B/A）給　　料 職員手当 期末手当 計（B）
63 人 111,426 千円 6,867 千円 23,205 千円 141,497 千円 2,246 千円

 （注）職員数は、一般会計におけるパートタイム会計年度任用職員を除く当初予算上の職員数であり、職員手当とは、地域
　　　手当、通勤手当などの各種手当（退職手当を除く）をいいます。

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

182,570 円 188,047 円 49.2 歳
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　○職員手当の状況（令和４年４月１日現在）
　　職員には、給料および職員手当が支給されますが、代表的な職員手当の概要は次のとおりです。

区　分 八　街　市 国の制度
との異同

支給実績
令和３年度

決算

扶養手当
○子　10,000 円
　16 歳～ 22 歳の子　１人　5,000 円加算
○子以外の扶養親族　6,500 円

同じ 43,239 千円

住居手当
○借家の場合
　（家賃が 16,000 円を超える場合に限る）
　家賃の額に応じて 28,000 円を限度に支給

同じ 25,797 千円

通勤手当

○電車・バスを利用する場合
　定期代など 55,000 円を上限に支給
○乗用車などを使用する場合
　使用距離などに応じて 2,000 円～ 31,600 円
　を支給

同じ 36,994 千円

期末手当
勤勉手当

（令和３年度支給割合）
期末手当 勤勉手当

6月期 1.275（1.075）月分 0.95（1.15）月分
12月期 1.125（0.925）月分 0.95（1.15）月分

計 2.4（2.0）　月分 1.90（2.30）月分
職制上の段階、職務の級等による加算措置有

（　 ）内は特別管理職員の支給割合（行政職
８級の職員）

同じ
期末　　　　
447,953 千円
勤勉　　　　
346,979 千円

退職手当
（注）

区　分 自己都合 勧奨・定年

支給率

勤続 20 年 19.6695月分 24.586875月分
勤続 25 年 28.0395月分 33.27075月分
勤続 35 年 39.7575月分 47.709月分
最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置
（２～ 20% 加算）

１人当たり平均支給額 13,916 千円

同じ －

支給対象地域 八街市全域

地域手当

支　　給　　率 3 ％
支給対象職員数 568 人
国の制度（支給率） 3 ％
地域手当１人当たり
平均支給年額

（令和３年度決算）
112,358 円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、
　 　 令和３年度に退職した全職種に係る
　 　職員に支給された平均額です。

時間外勤務
手　　　当 令和３年度決算

支　　給　　総　　額 108,684 千円
令和２年度決算

支　　給　　総　　額 72,292 千円
職員１人当たり支給年額 191 千円 職員１人当たり支給年額 131 千円

　○特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）　
区　分 給料等月額 区　分 給料等月額

給料
市　長 830,000 円

報酬

議　長 445,000 円
副市長 690,000 円 副議長 400,000 円
教育長 650,000 円 委員長 365,000 円

議　員 355,000 円

区　分 令和３年度支給割合 区　分 令和３年度支給割合

期末手当
市　長
副市長
教育長

6 月期 2.025月分
期末手当 議　員

6 月期 2.025月分
12 月期 2.175月分 12 月期 2.175月分

計 4.200月分 計 4.200月分

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
　○勤務時間および休憩時間の状況　　　　　　　　　　　　○年次休暇の状況　○育児休業・育児短時間勤務
　　勤務時間などの状況は次のとおりです。　　　　　　　　　　　（令和３年度）　　　および育児部分休業の取得状況
　　ただし、保育園や中央公民館などの勤務場所では、これと異な　　　　　　　　　　　 （令和３年度）
　る勤務形態の場合があります。

１週間の
勤務時間

勤務時間の割り振り
始業時間 終業時間 休憩時間

38 時間 45 分 午前８時 30 分 午後 5 時 15 分 正午～午後１時

平均取得日数
10.7 日

区　　分 取得者数
育 児 休 業 13 人
育児短時間勤務 1 人
育 児 部 分 休 業 15 人

４．職員の分限および懲戒処分の状況（令和３年度）
   ○職員の分限処分の状況
　　心身の故障のため、職務の遂行に支障がある職員など
　 に対しては、公務能率の維持などのために、職員の意に
　 反して降任、免職または休職の処分を行うことができます。
　　令和３年度には、７人の職員が心身の故障などにより休職
　 処分を受けています。
   ○職員の懲戒処分の状況
　　職務上の義務に違反した職員などについては、公務に
　 おける規律と秩序を維持するために、戒告、減給などの
　 処分を行うことができます。
　　令和３年度には、４人の職員が不適正な事務処理事案
　 により減給の懲戒処分を受けています。
５．職員の服務の状況（令和３年度）
　　すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のた
　 めに勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、全力を挙
　 げて専念しなければならないこととされています。
　　この服務の基本原則を忠実に実行するため、さまざま
　 な機会において職員の綱紀の粛正や服務規律の確保の
　 周知徹底を行っています。
６．職員の研修および勤務成績の評定の状況（令和３年度）
　　職員の資質向上を目的に、庁内において情報セキュリテ

　ィ研修、協働のまちづくり研修会などを実施したほか、　
　各種研修機関などを利用して階層別研修や専門研修を実
　施しています。
　　また、 職員の勤務について、必要に応じて能力や実績
　などに関しての勤務成績の評定を行い、その評定の結果
　に基づき、昇給や昇任などを行っています。
７．職員の福祉および利益の保護の状況（令和３年度）
　○職員の福祉および福利厚生の状況
　　職員の健康管理状態を把握し、疾病などの早期発見を
　行うため、定期健康診断、生活習慣病予防検診を実施
　しています。
　　職員の福利厚生事業については、市に代わり、八街市
　職員組合が実施しました。（職員組合への補助金は凍結
　中です。）
　　また、出産費助成、育児・介護休暇助成などの給付事
　業については、県内市町村とその職員が共同で福利厚生
　事業を運営しています。
 　（千葉県市町村職員互助会負担金　716,688 円）
　○職員の利益の保護の状況
　　令和３年度における千葉県市町村公平委員会に対する
　勤務条件に関する措置の要求、不利益処分についての審
　査請求はありませんでした。

　○職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）
区　　分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年

一般行政職 大学卒 249,344 円 293,467 円 該当なし
高校卒 該当なし 該当なし 該当なし

 （注）経験年数とは、学校卒業後すぐに市に採用され、引き続いて勤務している場合には採用後の年数をいい、採用前に
　　　職歴などのある場合には、その期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。
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